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1. はじめに

交通システムの混雑，及び，事故等の突発的な事象の

発生は，平均的な旅行時間（Travel Time:TT）が増加す

るという帰結のみならず，旅行時間変動（Travel Time

Variability: TTV）が増大するという帰結をもたらす．

交通プロジェクトの評価を行う際には，これらの両側

面を考慮することが必要である．このうち平均的な旅

行時間については，計測や将来予測が比較的容易であ

り，その経済評価は，旅行時間短縮便益の計測として

理論的にも概ね完成し，実務でも広く適用されている．

一方，旅行時間変動に関しては，平均旅行時間の評価

と同等と言える程の経済評価手法は未だ確立していな

い．旅行時間変動が大きくなると移動に要する時間を

旅行者が予測することが困難になるが，この不確実性

は旅行者及び社会全体にとってコストとなる．交通プ

ロジェクトの整備は，旅行時間変動に起因するコスト

の減少をもたらすと期待され，経済評価においてもそ

の効果を考慮することが重要となる．旅行時間変動を

把握するための観測技術の進展と共に，近年，その経

済評価に関する研究も進展しており，我が国でも幾つ

かのレビューが行われている1)–3)．

さて，日本や米国における旅行時間変動の評価では，

Buffer Time Indexのような統計値に基づくパフォーマ

ンス指標が多く用いられてきた．このような指標はあ

くまでもサービス供給側の性能水準を示すものであり，

それに基づく評価も「施策実施前後で当該指標がどの

ように変化したのか」という観点に留まりがちとなる．

これに対し欧州では，道路混雑緩和施策の費用便益分

析において旅行時間信頼性向上の経済便益を評価項目

に加えるための取り組みが近年活発になっている．例

えば，ロンドンやストックホルムの混雑料金制度導入

による旅行時間信頼性向上便益は，利用者便益全体の

2割程度になると言う計算結果も報告されており4),5)，

「旅行時間信頼性向上の経済便益は時間短縮便益と比べ

ても無視し得ない大きさである」という基本認識が確

立している．
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旅行時間信頼性向上の便益，言い換えれば，旅行時間

変動の削減便益を費用便益分析の俎上に乗せるために

は，旅行者の視点，すなわちミクロ経済学的基礎を有し

た分析に基づき，旅行時間変動に対する旅行者の限界

的支払い意思額（旅行時間変動価値）を推計することが

必要である．従来，平均–分散アプローチに基づいた行

動モデルによる検討が中心的になされてきたが6),7)，そ

の理論的基礎は必ずしも明確ではなかった．旅行時間

変動の経済的価値付け（Valuation）のためには，(i) ミ

クロ経済理論と整合的であること，(ii) 個人の選好調査

から推計が可能であること，(iii) 標準的もしくはやや

発展的な交通需要予測モデルへの適用が可能であるこ

と，等の要件が必要と考えられる8)．

本稿では，以上のような問題意識に基づいて，旅行

時間変動の経済的価値付けに関する研究動向について．

特に行動モデルを中心としたアプローチのレビューを

行う．さらに，モデリング方法に留まらず，選好意識調

査等を通じた実際の推計方法や，旅行時間変動の将来

予測方法等も含めて，今後解決すべき課題を包括的に

整理する．

2. 旅行時間変動の尺度

(1)用語の整理

旅行時間のバラつきを扱う場面では，変動（Variabil-

ity），信頼性（Reliability），規則性（Regularity），定刻性

（Punctuality）という各用語が混在して用いられること

が多い．特に平均–分散モデルに基づく価値付けにおい

ては，その原単位が“信頼性価値（Value of Reliability）”

と称されることが多いことから，“旅行時間信頼性”と

言う表現がよく用いられている．また，鉄道やバスな

どでは，時刻表との関連から“定刻性”と言う表現が多

用されている（例えば Kroes et al.9)）．

本稿では，交通手段の種別によらず，“旅行時間変動”

という表現を統一的に用いることとする．これは，“信

頼性”という表現が，サービスの故障のような不測で

望ましくない（つまり不運な）現象を直接表わしてい

るのに対し，本稿では「旅行時間は本質的に変動する

ものであり，結果的に旅行時間が短くなったとしても，

その変動は旅行者にとってコストである」という認識

に立っているからである8)．（平均）旅行時間とその限



界的価値（旅行時間価値）も併せて，次のように表現し

て区別することとする．

・旅行時間（Travel Time）: TT

・旅行時間価値（Value of Travel Time）: VTT

・旅行時間変動（Travel Time Variability）: TTV

・旅行時間変動価値（Value of Travel Time Variabil-

ity）: VTTV

(2)利用者から見た旅行時間変動

旅行時間は，“自由流旅行時間（混雑の無い最少旅

行時間: Free-flow travel time）”と，それからの“遅れ

（Delay）”とに分解して取り扱われることが多い．しか

し，この定義による遅れには，週末と平日の違いや一

日の中でのピーク時・オフピーク時の旅行時間の系統

的な違いのように，予測可能で不確実性を引き起こさ

ないものも含まれている．したがって，旅行者の観点

から旅行時間変動を考える場合には，上述の“遅れ”

を，観測されたトリップ特性から説明できる“システ

マティックな遅れ（周期的遅れ）”と，“説明・予測が不

可能な遅れ（非周期的遅れ）”とに分離して考えるのが

適切である10),11)．後者の非周期的遅れは，旅行者が知

覚できなかった全ての遅れ時間を含んでおり，事故や

告知無しの路上工事に起因する交通需要の増減，道路

容量の低下等に起因するものである．

無論，以上の議論は，旅行者が当該トリップについ

てどれだけの知識を有しているかに依存する．例えば，

当該トリップを日常的に繰り返す旅行者は，需要変動

の大部分をより的確に予測できると共に，事故による

遅れの発生の可能性についても他者より詳しい知識を

有している．また，この知識は，日々の交通行動を通

じて，旅行者が旅行時間の確率分布に関する客観的知

識を形成する“学習”という側面も併せ持つ．しかし，

旅行者の知識の相違や適応的側面を考慮した上での旅

行時間変動の価値付けはこれまで行われていない．

旅行時間変動を考慮した利用者行動のモデル分析で

は，通常，ある確率分布に非周期的遅れが従うと考え

る．以降本稿では，旅行時間変動価値の推計を念頭に

置いて，“旅行時間変動＝旅行時間の確率変動”と定義

する．すなわち，旅行時間変動は“予測不可能遅れの変

動”を意味すると考える．一方，自由流旅行時間とシス

テマティック遅れの偏差については，“システマティッ

ク変動”と称して区別することとする．

　

(3)旅行時間変動尺度の要件

旅行時間価値（VTT）は，旅行時間（TT）という，

明確な定義の数量に対する利用者の限界的価値である．

一方，旅行時間変動価値（VTTV）は，旅行時間分布に

関連する“何らか”の尺度の限界的価値であり，その定

義は旅行時間価値に比べて遥かに曖昧である．旅行時

間分布は様々な尺度で代表させることができるが，そ

の尺度として一般的に用いられるのは，標準偏差，分

散，タイル値等である．また，四分位範囲，歪度，尖

度等の適用も考えられる12)．厳密に考えると，旅行時

間分布の全てのモーメント統計量が関連することにな

る．したがって，何らかの仮定を置かない限りこれ以

上の具体的議論はできない．どのような仮定が許容さ

れ，どの尺度が実際に採用されるかは，主に下記の視

点に基づくと考えられる．

1. 旅行時間分布の実際の形状

2. 旅行時間分布のどのような変化に対して政策的

関心があるのか

3. 旅行時間変動に対する旅行者の選好

まず 1.は，尺度の頑健性に関するものである．例えば

四分位範囲は，標準偏差や分散に比べ，外れ値や分布の

裾厚の影響を受けにくい特徴を持つ．旅行時間分布は

一般に，左裾には下限がある一方で右裾が長くなるとい

う特徴を持っており，この性質は重要である12)–14)．次

に 2.は，旅行時間変動の尺度の中で，どれが将来予測

により適しているかという視点である．例えば標準偏

差は，他の尺度に比べて操作性が高く，理論的・経験的

な観点からモデル化の試みが多く行われている15),16)．

最後に 3.は，便益評価に直接関連するもので，どのよ

うな尺度を用いればミクロ的基礎を持つドライバーの

行動モデルとの対応付けが可能になるかという観点で

ある．3.については，次節で詳述される．

3. 旅行時間変動の価値付けに関するモデリングの方法

旅行時間変動を交通行動モデルに組み込む際の代表

的なアプローチは，平均–分散アプローチとスケジュー

リングアプローチに大別される8),10)．これら二つのア

プローチは，旅行時間変動が旅行者に認識されている

状況をどうモデル化するかという点で異なっている．

平均–分散アプローチでは，早着遅着にかかわらず，不

確実性そのものによって生じる旅行時間変動による旅

行者の不便さが直接的にモデル化される．一方，スケ

ジューリングアプローチでは，旅行時間変動は，旅行者

自身のスケジュール決定を介して効用に影響を与える

と仮定される．すなわち，どれぐらいの頻度で遅れる

のか，また，平均的にどのくらいの長さの時間で遅れる

（あるいは，早く着く）のかと言う点に着目している．

行動モデルを統計学的に同定するためには，平均–分

散アプローチの場合には経路選択や交通手段選択の行

動データが，一方スケジューリングアプローチの場合

には出発時刻選択に関する行動データが必要となる．

なお，実際の旅行時間変動と関連付けられた行動デー

タ（RPデータ）の取得は一般的に難しく17)，旅行時間



変動価値推計のために必要な行動データは，選好意識

調査（SP調査）から得られることが多い．

　

(1)平均–分散アプローチ

平均–分散アプローチは，旅行者が希望到着時刻に対

して早着したか遅着したかを区別することなく，旅行

時間の不確実性そのものによって生じる旅行者の不都

合さを直接的に記述したモデルである10),11),18),19)．こ

のアプローチでは，旅行者の効用が旅行費用 C，平均

旅行時間 ET，旅行時間変動 σT に依存すると仮定され

る．ここで σT には多くの場合標準偏差が用いられる

が，場合によってはタイル値レンジ等17),20),21)も適用

される．効用関数は式 (1)で表わされる．

U = δC+ζET+ρσT (1)

ここで δ，ζ，ρ はそれぞれ，料金，旅行時間，旅行時
間変動の限界効用である．通常これらは経路選択行動

あるいは交通手段選択行動に関する非集計データを用

いて推定される．式 (1)に基づけば，計量経済学的に求

められた旅行費用と旅行時間変動の限界不効用の比を

単純に取ることによって，VTTVを式 (2)のように推

計することができる．

VTTV=
ρ
δ

(2)

式 (2)の VTTVは，説明変数に社会経済属性を共変量

として導入したり，あるいは，ランダム係数モデルに

よる非観測異質性を導入することにより，その分布を

推計することも可能である（例えば Small et al.21)）．

大規模な実務の事例では，その明快さや分析の容易

さから，平均–分散アプローチが頻繁に用いられてき

た．とりわけ国レベルでの旅行時間変動価値の推計で

は，オランダ22)，ノルウェー23)，スウェーデン24)のよ

うに，平均–分散アプローチが用いられている．特にオ

ランダでは，2009年に全国規模の SP調査が実施され

ており，その分析結果に基づいて，費用便益分析のガ

イドラインに旅行時間変動の経済便益を導入する予定

である22)．

モデルの単純さ故に多くの適用事例がある平均–分散

アプローチだが，効用関数の引数として平均や標準偏

差のような統計尺度が含まれることのミクロ経済学的

根拠は明らかではない．すなわちこのアプローチの行

動論的基礎は必ずしも明確ではなく，“交通システムの

供給モデルから得られる旅行時間変動を考慮した行動

モデル”と言う以上の説明を与えることは難しい．交

通経済学では移動を必要悪と仮定し，移動そのものに

よって効用は生じず，仕事，買い物，訪問などの派生需

要と考えることが通常である25),26)．この枠組みの元で

は，不確実性は活動の時間配分を複雑化することを通

じて旅行者に不効用をもたらす．すなわち旅行時間変

動は，旅行時間が予想していたものよりも時には短く

なったり，またあるときには長くなることによって，旅

行者の活動計画に影響を与える．これに関連して Bates

et al.10)は，「旅行時間の不確実性は，何が起こるか分

からないことによる不安やストレス，苛立ちにつなが

り，それが旅行者の不効用になる」と述べている．平

均–分散アプローチは，旅行時間の不確実性の尺度とし

て標準偏差を仮定したモデルだと解釈できるが，その

ミクロ的基礎の厳密な検討は十分には行われていない．

　

(2)スケジューリングアプローチ

スケジューリングアプローチは Noland and Small27)

により提案された．その基礎は Small28)が提案した旅

行時間が確定的に与えられる状況における旅行者の出

発時刻選択モデルである．Noland and Small27)は，旅

行時間変動が旅行者のスケジュール決定に及ぼす影響

を分析するために Small28)のモデルを拡張した．

以下では Bates et al.10)の表記に倣って本アプローチ

を概説する．旅行者の効用は，旅行費用C，旅行時間 T，

旅行者の希望到着時刻（PAT: Preferred Arrival Time）

からどれ位遅着したか（SDL: Schedule Delay Late），

あるいは逆にどれ位早着したか（SDE: Schedule Delay

Early）に基づいて決定され，出発時刻 thの選択を規定

する．このとき直接効用関数は式 (3)で表される．

U(th) = δC+αT +βSDE+ γSDL+θDL (3)

ここで DL は遅着の場合に 1となるダミー変数である．

α，β，γ はそれぞれ旅行時間，早着，遅着の限界効用で
あり，また θ は遅着そのもののペナルティである．な
お本モデルにおいても，共変量を含めることで旅行者

の異質性を考慮することが可能である28),29)．また，ス

ケジューリングに関連する限界効用の大小関係は，多

くの実証研究10),11),19),28)–30)において γ < β < 0とい

う共通した結果が得られており，遅着の方が早着より

も影響が大きいことが示唆されている．このような早

着と遅着に関する不効用の非対称性は，遅着のペナル

ティ項 θ を導入することで更に拡大する．
旅行時間がランダムで確率変数と見なせる場合，ス

ケジューリングアプローチは期待効用最大化問題とし

て表される．期待効用は式 (4)のように表される．

EU = δC+αET+βE(SDE)+ γE(SDL)+θPL (4)

ここで E(·)は旅行時間分布に関する期待値演算子であ
る．また，PL は遅着が生じる確率である．

旅行時間変動が一般的な統計分布に従う場合，式 (4)

に基づく旅行者の期待効用最大化問題を解析的に解く

ことはできない．例えば，交通工学における類似の研

究である Hall31)は，旅行時間が正規分布に従うことを

仮定した上で解析的な展開を行っている．Noland and

Small27)は，旅行時間変動が出発時刻に依存せずに独



立で，かつ，旅行時間変動が一様分布または指数分布

に従う場合に解析解が得られることを示した．指数分

布を仮定した場合，最大化された期待効用は式 (5)のよ

うに表される10)．

EU∗ = δC+αET+θP∗
L +H(α,β ,γ,θ ,b,∆)b (5)

ここで bは旅行時間が従う指数分布の平均（かつ標準

偏差）である．また H(·)は，出発が単位時間遅れた場
合の道路混雑増加率 ∆，並びに他のパラメータによっ
て規定される定数である．また，P∗

L は最適遅着確率

（Optimal Probability of Being Late）と呼ばれ10)，ドラ

イバーが最適出発時刻を選択した際に旅行時間変動の

下で遅着が生じる確率を表わす．P∗
L は，旅行時間が指

数分布に従う場合には式 (6)で与えられる．

P∗
L =

b(β −α∆)
θ +b(β + γ)

(6)

スケジューリングアプローチに基づいた場合の

VTTVは，遅着，早着それぞれに対する限界効用と

費用の限界効用の比をとることにより，式 (7)に示すよ

うに二つの異なる値が求められる．

VTTVSDE=
β
δ
, VTTVSDL=

γ
δ

(7)

　

(3) VTTVの推計値の例

既往研究によって得られた VTTVの推計値を表－ 1

に要約して示す．各貨幣価値は調査実施年の各通貨の

為替レートを用いて日本円に換算している．先述のと

おり，国レベルでの旅行時間変動の価値付けについて

は，現在のところスウェーデン，ノルウェー，オランダ

で検討されているが，確定的な結果はいずれも得られ

ていない．表－ 1 に示す実証的知見は，ある特定道路

や交通機関，地域等における小規模な調査を通じて推

定されたものである．

推定結果の多くは欧米のものであり，先述の二つの

アプローチを個別に用いたり，あるいは統合した推計

を行うことによって旅行時間変動価値（VTTV）を推

計している．研究のほとんどが SPデータを用いてお

り，VTTVや信頼性比（VTTに対するVTTVの比）の

推計値が研究間で大きくばらついていることが分かる．

VTTVの推計の困難さを示唆する結果である．

幾つかの実証研究では，スケジューリングアプロー

チと平均–分散アプローチの比較を行っており，興味

深い考察がなされている．例えば Small et al.29)では，

カリフォルニア州道 91号線で得られた自動車利用者

の SPデータに計量経済学的手法を適用し，E(SDE)や

E(SDL) などのスケジューリング変数と旅行時間の標

準偏差との間に共変関係があることを見出している．

これは，スケジューリング変数が旅行時間の不確実性

に対するドライバーの回避傾向（標準偏差など）によっ

て近似的に説明できることを示唆する結果である．同

様の知見は，Hollander19) によるヨークでのバス利用

者に対する SP調査の分析結果や，Noland et al.30) に

よるロサンゼルスで収集された SPデータの分析結果

においても得られている．Hollander19)は，モデルにお

ける旅行時間の標準偏差の項は，スケジューリング変

数が含まれないときは統計的に有意であったが，スケ

表－ 1 既往のVTTV推計研究の要約
出典 国，モード，データ 行動モデル 旅行時間変動価値 信頼性比

Asensio and Matas (2008)32) スペイン，自動車，SP スケジューリング
早着: 16.4円/分,
遅着: 80.2円/分

Bates (2001)33) 英,鉄道，SP スケジューリング
早着: 134円/分,
遅着: 272円/分

Batley et al. (2007)34) 英,鉄道，SP
平均－分散，
スケジューリング同時考慮

業務/通勤: 1.35–2.71
私的: 2.48–3.28

Bhat and Sardesai (2006)35) 米,多モード，SP/RP 平均－分散
フレックス勤務: 5.4円分
固定勤務時間: 9.8円/分 0.27–0.50

Black and Towriss (1993)36) 英,全機関，SP 平均－分散
自動車通勤者: 0.70,
全通勤者: 0.55

Hensher (2001)37) ニュージーランド，車，SP 平均－分散 7.3円/分 0.57

Hollander (2005)38), (2006)19) 英，バス，SP スケジューリング
早着: 11円/分,
遅着: 31円/分

Lam and Small (2001)17) 米，車，SP 平均－分散
男性: 26–33円/分,
女性: 60–76円/分

Noland et al. (1998)30) 米，車，SP
平均－分散，
スケジューリング分離推定 1.27

Rietveld et al. (2001)39) オランダ，全機関，SP
15分の遅延が生じる確率
を説明変数として利用 確率 50 %: 21円/分

Small et al. (1999)29) 米，車，SP
平均－分散，
スケジューリング分離推定

18-27円/分,
5分の早着: 3-3.6円/分,
10分の早着: 8.6–9円/分,
15分の早着: 14.3円/分,
遅着: 26–40.3円/分

Small et al. (2005)21) 米，車，SP/RP

平均－分散,
（RPデータでは信頼性を
50番目と 90番目の値の
差で示し，SPデータでは
信頼性を少なくとも 10分
遅れる確率とする）

RP: 45–57円/分 (中央値),
　　 61–66円/分 (四分位範囲)
SP: 12–13円/分 (中央値),
　　 15–18円/分 (四分位範囲)

Transek (2002)40) スウェーデン，車，SP 平均－分散 0.96
高橋・福田 (2010)41) 日本，車，SP 平均－分散 1.68–3.08



ジューリング変数が加えられると多重共線性により統

計的有意性が低下すると結論付けている．また Noland

et al.30)は，不確実性の効果は，プランニングコスト変

数としてモデルに導入するよりもスケジューリング変

数として導入した方が説明力が向上すると述べている．

但しこれらの研究では，平均–分散アプローチの方が旅

行時間価値を過大評価し，旅行時間変動価値を過小評

価する傾向があることも示唆されている．また，日本

においても，山下・黒田42)が遅刻回避型効用関数と平

均–分散型効用関数との近似の可能性について類似した

考察を行っている．

　

(4)両アプローチの関連性

Bates et al.10)並びに Noland and Polak11)は，(a)旅

行時間変動がパラメータ bを持つ指数分布で表される，

(b)旅行時間分布が出発時刻から独立である，(c) θ = 0，

という三つの条件が満足されれば，式 (5)が式 (8)のよ

うに単純化できることを示した．

EU∗ = δC+αET+β ln

(
β + γ

β

)
b (8)

bは旅行時間が指数分布に従う場合の標準偏差である

ことから，最大期待効用が平均旅行時間と標準偏差に

関して線形となっていることが確認される．すなわち，

限定的な条件のもとで，スケジューリングアプローチ

は平均–分散アプローチに帰着する．

しかし，式 (8)を導出するために設けた仮定の中で

も，旅行時間分布に指数分布を用いること，あるいは，

旅行時間分布の出発時刻独立性については，多くの実証

研究がその現実的妥当性を疑問視している．また先述

の通り，スケジューリングアプローチと平均–分散アプ

ローチの適合度の比較を行っている研究より，平均–分

散アプローチは旅行時間価値を過大評価し，旅行時間変

動価値を過小評価することも示唆されている19),29),30)．

以上より，スケジューリングアプローチは平均–分散

アプローチよりも好ましい特性を多く有していること

が示唆される．しかし，スケジューリングアプローチ

の実適用に当たっては，各ドライバーの希望到着時刻

（PAT）に関する情報の収集が必要であり，一般的にこ

の作業は容易ではない．また，統計分布に必要な仮定

についても，先述の通り現実の旅行時間分布と大きく

乖離している．さらに，スケジューリングアプローチ

では，VTTVとして E(SDE)，E(SDL)それぞれの限界

価値が求まる（式 (7)）．すなわち，VTTVに相当する

複数の限界価値を併用しなければならない．以上の理

由から，VTTV推計の実務におけるスケジューリング

アプローチの適用例は少なく，多少の厳密さを損ねて

も，分析の容易さや意味解釈の明快さを優先して，平

均–分散アプローチが多く用いられている状況にある．

　

4. 価値付けのための新たなアプローチ

(1)統合アプローチの概要

平均–分散アプローチは，標準偏差等の旅行時間変動

尺度を効用関数の引数として直接的に含めている．そ

のため，実適用は容易であるが厳密な理論的基礎を持

たない．一方スケジューリングアプローチは，早着す

るか遅着するかで効用を規定しており，利用者行動に

立脚したより厳密なモデル化と言える．しかし，デー

タ収集の困難さや旅行時間分布の仮定の妥当性に対す

る疑問から，実適用が困難となっている．すなわち，旅

行時間変動の経済評価に向けては，両アプローチの相

互補完が必要となる．

この問題意識に基づき，Fosgerau and Karlström43)並

びに Fosgerau and Fukuda44)は，近年，統合アプロー

チによる新たなモデルの提案を行った．これは Noland

and Small27)のアプローチを発展させたもので，スケ

ジューリングアプローチ型の効用関数から定式化を開

始し，任意の旅行時間分布のもとでの旅行者の最大期

待効用が平均–分散モデルの形式に帰着することを示し

たものである．旅行者の希望到着時刻は明示的には現

れず，さらに，シンプルな平均–分散型の定式化である

ことから，実適用も比較的容易となっている．

　

(2)モデルの概要

以下，統合アプローチの概要を示す．詳細について

は元文献43),44)を参照されたい．

旅行者の希望到着時刻をあらかじめ 0に基準化する．

その効用は，実旅行時間 T と出発時刻 −Dによって規

定されるものとし (D > 0)，早着並びに遅着の程度と実

際の旅行時間に基づいて式 (9)のように特定化する．

U(D,T) = ηD+ωT +λ (T −D)+ (9)

式 (9)の各項は，第一項：旅行時間が変動することを見

越して早く出発する早発不効用，第二項：所要時間の

長さによる不効用，第三項：希望到着時刻よりも遅く

到着する遅着不効用と解釈することができる．ここで

(T −D)+ は遅着時間に相当し，正ならその値を返し，

負であれば 0の値を返す．また η , λ , ω は，各要因の
限界不効用を表わすパラメータである．

なお，この効用関数は式 (3)のモデルを再定式化した

ものであり，η = β，ω = α −β，λ = β + γ という関
係が成り立つことが分かっている8),43)．

次に，旅行時間不確実性については，式 (10)のよう

に位置–尺度型の形式で表す．

T = µ +σX (10)

ここで X は，平均 0，分散 1の密度関数 φ(·)並びに分
布関数 Φ(·) に従う確率変数であり，“基準化旅行時間

(Standardized Travel Time)”と称される44)．



平均旅行時間 µ 並びに標準偏差 σ については，出発
時刻 −D に依存して変化させ，それらの時間帯別の系

統的差異を前述の“システマティック変動”として明

示的に考慮することも可能である43)．但しその場合で

も X の密度関数 φ が D，µ，σ には依存しないと言う
仮定は必要である．以下の単純ケースでは，µ と σ は
一定で，それぞれ µ0 ，σ0 の値をとるものとする．以

上の設定のもとで，期待効用最大化問題を解いて得ら

れる最大期待効用は式 (11)のように表される43),44)．

EU(D∗) = (η +ω)µ0+λH(Φ,η/λ )σ0 (11)

H
(

Φ,
η
λ

)
≡

∫ 1

1−η/λ
Φ(x)dx (12)

式 (12)で定義される H(·) は，与えられた基準化旅行
時間分布並びに旅行者の限界効用に対して定数となり，

本稿では“H 定数”と称する．また，その引数である
η
λ は，先述の最適遅着確率に相当する．

式 (11)より，最大期待効用が平均旅行時間 µ0と標準

偏差 σ0 の線形和で表されることが分かる．これより，

旅行時間変動の尺度として標準偏差を適用することの

ミクロ的基礎が示されたと考えられる．式 (11)は，旅

行時間標準偏差の限界効用は λH で与えられ，それが

基準化旅行時間分布の形状と旅行者の選好（あるいは

最適遅着確率）に依存して決まることを示している．

　

(3)統合アプローチに基づく VTTV推計の手順

式 (11)に基づくと，旅行時間変動を考慮した場合の

旅行者の期待一般化費用 ECは式 (13)のように表現す

ることができる．

EC=VTT×µ0+VTTV×σ0 (13)

さらに信頼性比（RR=VTTV/VTT）を用いて，これ

を式 (14)のように書き改める．

EC=VTT×µ0+VTT×RR×σ0 (14)

式 (14)より，旅行者の期待一般費用を算出するため

には，平均旅行時間と標準偏差の他に，旅行時間価値

（VTT）と信頼性比（RR）を求めれば良いことが分か

る．このうち VTTは現在の費用便益分析のガイドラ

イン等により与えると良い．一方，信頼性比に関して

は，式 (12)より以下のように表わすことができる．

RR=
VTTV
VTT

=
λ

η +ω
H
(

Φ,
η
λ

)
(15)

これより，信頼性比を算出するためには，(i) 旅行時間

価値に対する遅着限界効用の比率 λ/(η +ω)，(ii) 最適

遅着確率 η/λ， (iii) 基準化所要時間分布 Φという三種
類の情報が必要であることが分かる．

表－ 2 は，既往研究のパラメータ推定結果に基づく

(i)，(ii) 各々の算出値である．表の第一列より，いずれ

の研究でも，1分の遅着は旅行時間 1分の約 3倍の価値

を持つ結果が得られていることがわかる．また，表の

第二列より，η/λ の値をおおよそ 0.33前後と見積もる

ことができる．これは，「期待効用最大化原理に基づく

合理的な旅行者は，3回のトリップのうち 1回は希望到

着時刻から遅れても良いと考えている」ということを

意味している．一方 (iii) の基準化所要時間分布に関し

ては，福田ら45)によるコペンハーゲンの都市内道路の

旅行時間データの統計解析結果より，右裾の厚い分布

になる傾向があることが確認されている．同様の結果

は，ストックホルムでの分析事例46)，並びに，東名高

速道路での分析事例14)等においても確認されている．

　

(4) H 定数の計算と比較

式 (12)で定義される H 定数は，“基準化旅行時間で

測った場合の平均的な遅れ時間”と解釈することがで

きる43),46)．仮に，複数の事例分析を通じてこの定数に

類似した傾向が確認されたとすれば，それはモデルの

移転可能性を示唆しており，実適用上都合が良い．

図－ 1 は，デンマークで長期間に渡って観測された

各交通サービス（都市内道路上下方向，都市間高速道

路，都市鉄道上下方向）の旅行時間データを用いてそれ

ぞれの基準化旅行時間分布 Φを推計し，異なる最適遅
着確率 η/λ の設定値に対して H 定数がどのように異

なるのかを示したものである8)．交通サービス間での

相違はあるものの，値の大小の傾向は概ね似通ってい

る．Fosgerau et al.8)では，都市内道路や都市間高速道

路で異なるリンクセクション毎に H 指数を算出し，そ

れぞれの交通手段別に見た時に，概ね同一の値を算出

している．

表－ 2 スケジューリングパラメータ比の算出例
研究 λ/(η +ω) η/λ
Bates et al. (2001)10) 0.33

Hollander (2005)38), (2006)19) 3.75 0.27

Noland et al. (1998)30) 2.78 0.42

Small (1982)28) 3.01 0.20
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図－ 1 異なる最適遅着確率に対する H 定数の値　

　　　（Fosgerau et al.8)の分析結果に基づいて作成）

　



5. プロジェクト評価への適用に向けた課題の整理

前節までのレビューでは，VTTVの推計方法として

従来用いられてきた平均–分散アプローチ並びにスケ

ジューリングアプローチの特徴を整理し，さらに両者

を統合した新たなアプローチによる VTTV推計の可能

性について概説した．統合アプローチは，平均–分散ア

プローチとスケジューリングアプローチ双方の利点を

持ち，実適用が比較的容易である．旅行時間変動の社

会経済評価における適用可能性は高いと思われる．

しかし，いずれのアプローチを用いるとしても，プロ

ジェクト評価への実適用に向けて解決すべき課題は多

く残されている．本節ではそれらを整理し，今後の展

望をまとめる．　

　

(1)モデリングの拡張

本稿でレビューした研究はいずれも，経路選択，交

通手段選択，出発時刻選択等，旅行者の比較的単純な

意思決定状況を想定している．実際の行動に照らし合

わせると，時刻と経路の同時選択等，多次元選択の場

面を扱う方がより現実的である（例えば飯田ら47)）．

また，混雑下における出発時刻に関するボトルネック

均衡48) を考慮したモデルの開発等も必要となる．例

えば Fosgerau49) は，道路容量のランダム性を仮定し

た Arnott et al.50) のボトルネック均衡モデルを拡張

し，道路容量変動並びに需要変動の限界費用を算出し

ている．さらに，日々の行動という動学的側面を考慮

すると，旅行時間が変動する状況における学習プロセ

ス51),52)が旅行時間変動の価値付けに及ぼす影響につ

いても検討する必要がある．

　

(2)一般ネットワークにおける旅行時間分布特性

本稿で紹介したアプローチは，いずれも単一リンク

区間での旅行時間分布を念頭としたものである．感知

器やプローブ観測技術等の進展とデータの蓄積により，

旅行時間分布の推計が容易に行えるようになったもの

の，通常，旅行時間分布はリンク単位で推計される．分

析範囲をネットワークレベルに拡大した場合には，旅

行時間分布の取り扱いが困難になる．具体的には，リ

ンク毎の旅行時間の標準偏差を足し合わせて経路全体

の旅行時間の標準偏差と見なすことは一般には認めら

れない．加法性を有する正規分布等の統計分布族の適

用53)も考えられるが，旅行時間分布の実特性（e.g.,左

右非対称，右裾が長い）を十分表現できるものではな

い．リンクレベル→経路レベル→ ODレベルでの旅行

時間変動の分析へと拡張するにつれて，“変動尺度の非

加法性”が実適用上の大きな障害となる．

旅行時間分布を何らかのパラメトリックな統計分布

によって表現することを考える場合，その経験的特性を

再現し，かつ，集計化を許容する好ましい統計学的性質

を有していることが望ましい．Fosgerau and Fukuda44)

では，加法性を有した “安定分布（Stable Distribution）”

という統計分布族の適用可能性を示唆しているが，さ

らなる事例分析を通じて，これが “Stylized Fact"として

確立されれば，トリップ単位での VTTV推計の作業が

容易になると期待される．

　

(3)旅行時間変動の予測手法の開発

交通政策による旅行時間変動の将来変化を予測する

ためには，旅行時間の日変動や時刻別変動を予測する

モデルの構築が必要である54)．しかし現状では多く

の研究が，道路性能，環境条件，平均旅行時間等を説

明変数とした経験式の適用にとどまっている．例えば

Eliasson16)は，ストックホルムの都市内道路のデータ

を用いて，非線形の予測モデルを構築している．また

イギリスの Department for Transportでは，指数関数型

の特定化を行っている56)．これらは“旅行時間変動の

供給関数”に現状では最も近いものの，そのミクロ的

基礎は確立しておらず，安定性や移転可能性なども検

証されていない．今後より多くの検討がなされるべき

研究項目の一つである．

なお，このトピックに関連して，単一道路リンクにお

ける旅行時間の標準偏差と平均に関しては，多くの実

証研究8),33),43)–46)において図－ 2 のようなループ関係

（出発時刻順にプロットすると，逆時計回りのループに

なる）が概ね共通に観察されることが明らかになって

いる．同様の現象は，道路交通に限らず，都市鉄道の

遅延においても確認されている（図－ 3）．すなわち，

時間軸上で見た時に，平均旅行時間のピークがまず現

れ，その後平均旅行時間は低下していく一方で標準偏

差のピークが現れるという現象が多く観察されている．

Fosgerau57)は，待ち行列理論とイェンセンの不等式を

用いて，この現象が生じるメカニズムを理論的に説明

した．平均旅行時間は標準偏差に比べて計測や予測が

容易であり，これらの間に明確な関係を規定できれば，

平均旅行時間から標準偏差を高い精度で予測できるよ

うになることが期待される．

　

(4)適切な選好意識調査方法の確立

旅行時間変動価値の推計のためには旅行者の選択行

動データが必要となる．RPデータでは変数間の相関が

強く，また，旅行時間変動と関連付けた形で実行動デー

タを取得することが困難であることから，SP調査の適

用が基本となると考えられる．

SP調査では，旅行時間変動をどのような形式で提

示するかによって回答が大きく異なることが従来から

指摘されている10),58),59)．同じ旅行時間分布の情報を

数字の羅列として示すのか，それとも棒グラフなどの
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図－ 2 平均旅行時間 (横軸) と標準偏差 (縦軸) の　

　　散布図 [単位：分，延長約 15kmの高速道路] 45)
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図－ 3 平均遅延時間 (横軸)と遅延の標準偏差 (縦軸)

　　　　の散布図 [単位：分，都市鉄道] 8)

視覚化を行ってから示すのかによって，回答が有意に

異なることが指摘されている60)．実適用の例として，

オランダでは，念入りなプレ調査を行って何種類もの

フォーマットをテストし，最終的に図－ 4 に示すよう

なシンプルな形式を全国調査で採用した．SP調査の適

用についての最新のレビューは Li et al.61)が詳しい．

なお，旅行時間変動に対する旅行者の選好を平均–分

散アプローチの枠組みで推計する場合には，必然的に

不確実性下での意思決定を取り扱うことになる．その

ため，プロスペクト理論等で示されている利得と損失

の間での非対称性等も推計結果に影響を及ぼすと考え

られる62)．その場合，被験者は異なる旅行時間分布の

間での選択を指示されることになり，情報過多によっ

て SP調査の信頼性の低下をもたらす可能性もある8)．

行動経済学的な観点に立脚した調査設計方法，並びに

モデル推計方法の確立が必要である．

　

(5)公共交通における旅行時間変動と利用者行動

鉄道，バス，航空等の公共交通においても，遅延とい

う形で旅行時間変動やサービスの信頼性が問題となる．

通常，公共交通機関は時刻表に従ってサービスが提供

されるため，サービスの利用間隔（運行頻度）も，旅行

者の行動を規定する．すなわち，公共交通では，移動

に要する時間の変動に加えて，駅やバス停における待

ち時間の影響10),63)も考慮する必要がある．このため

には“サービス間隔の離散性”を考慮した新たなスケ

ジューリングモデルの構築が必要となる．

また，時刻表に従って提供される公共交通サービス

の旅行時間分布は，一般に自動車交通のそれとは異な

る特性を持っていると考えられる．例えば，バスが予

定よりも早くバス停に到着したら，そのバスは時刻表

で定められた出発時間まで待たねばならず，時刻表に

従うサービスでは早着の時間を蓄積することができな

い．その半面，単一の公共交通路線における旅行時間

分布は，さほど複雑ではないという結果も得られてい

る．例えば Rietveld et al.39)は，鉄道の旅行時間変動が

対数正規分布に類似していることを確認している．ま

た Bates et al.10)は，鉄道の遅延時間分布が一般化ポワ

ソン分布に近い形をしていると述べている．

連続する複数の公共交通区間における各旅行時間分

布を，全区間の旅行時間分布に集計する作業はより複

雑になる．公共交通どうしのトリップチェーンでは，

わずかな遅れで乗換ができなくなり，大きな遅れにつ

ながる．このように，バスや鉄道の乗り継ぎに失敗す

る確率や，乗り遅れによる追加的遅延の影響をモデル

化することが必要である39)．

Trip A

Usual travel time:
40 min

You have an equal chance of
the following five travel times:

35 min

40 min
40 min

40 min
45 min

Costs:  
€ 3,80

Trip B

Usual travel time:
41 min

You have an equal chance of
the following five travel times:

30 min
35 min

45 min
45 min
50 min

Costs:  

€ 2,80

図－ 4 オランダで採用された SPフォーマット（回答の容易さを優先してスケジューリングの属性は除外された）22)



6. おわりに

本稿では，旅行時間変動の経済的価値付けに関して，

特に行動モデルに関連する研究を対象として研究動向

のレビューを行うと共に，プロジェクト評価への実適

用に向けた関連課題の包括的な整理を行った．

レビューにおいては，価値付けのアプローチを平均–

分散アプローチとスケジューリングアプローチとに大

別し，それぞれのメリット・デメリットを整理した．実

務においては考え方が単純で操作性の高い平均–アプ

ローチが多用されているものの，そのモデルはミクロ

経済学的基礎が十分でないことを指摘した．また，実

際の価値推計においても，SP調査において行動経済学

的な観点から解決すべき課題が多く残されていること

を指摘した．SP調査の難しさは，表－ 1に示した推計

結果の値が大きくバラついていることからも明らかで

あろう．一方スケジューリングアプローチは，行動論

的基礎が確立しており，限定的な条件では平均–分散モ

デルに等価になるという特徴を有している．その一方，

実適用においては旅行者の希望到着時刻の正確な情報

収集に多大な労力を伴うという短所も併せ持っている．

これら両アプローチの相互補完を目指すのが統合アプ

ローチである．その一般化費用はシンプルな平均–分散

型の形状となって希望到着時刻も明示的に現れない．

モデルパラメータの推計方法等はまだ確立していない

ものの，経済学的な厳密さが要求されるプロジェクト

評価への適応性が高いと考えられる．

日本の現行の道路事業評価では，利用者便益は三種

類（時間短縮，費用節減，交通事故削減）に限定されて

いる．これら以外に数ある経済便益の中でも，旅行時

間変動の便益は，研究の蓄積や推計に必要な交通デー

タの整備が進んでおり，比較的導入が行い易いと考え

られる．無論，経済便益として厳密に組み込むために

は，標準偏差等の変動尺度の将来予測のみならず，旅

行時間分布そのものの予測，利用者均衡の考慮，行動

経済学的観点を考慮した不確実性下でのスケジューリ

ング選好の計測，及び，それらに対応した選好意識調

査方法の確立等が不可欠である．しかし，それら全て

の課題が完全に解決されずとも，十分に筋道の通った

理論，データ，分析に基づいて実施した便益計測に対

して幅広くコンセンサスが得られれば，導入は十分可

能であると考える．例えば旅行時間短縮便益は，その

全ての課題が解決された訳ではないが，十分な検討を

踏まえてコンセンサスを形成し，現行の費用対効果分

析マニュアルに導入されている．多くの交通プロジェ

クトにおいて旅行時間変動削減の経済便益は無視でき

ないシェアを占めることは確かであり，費用便益分析

への導入に向けたコンセンサスの形成や，導入時の限

界点の整理を行うことが今後必要になると考えられる．
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旅行時間変動の価値付けに関する研究展望とプロジェクト評価への適用に向けた課題の整理

福田大輔

　

　

　本稿では，旅行時間変動の経済的価値付けに関して，特に行動モデル関連の研究を対象として研究動向のレ

ビューを行うと共に，プロジェクト評価への実適用に向けた関連課題の包括的な整理を行った．レビューにお

いては，代表的アプローチである平均–分散アプローチ，並びに，スケジューリングアプローチの特徴と実適用

上の課題を整理し，旅行時間変動価値の推計事例を整理した．さらに両者を統合した新たなアプローチの実適

用可能性についても概説した．次に，旅行時間変動の将来予測や SP調査における行動経済学的観点の必要性

など，価値付けに関連する諸課題についても包括的な整理を行った．

　

　

Valuation of Travel Time Variability: Research Perspectives of Behavioral Modeling Approaches and

Issues for Applying to Cost-Benefit Analsyis

By Daisuke FUKUDA

　

　

　 This paper reviews modeling frameworks and empirical evidences on the valuation of travel time variability

and summarizes the issues which are needed to work on the economic appraisal of transport infrastructure. In the

literature review, we introduce the two classes of the modeling approaches: the mean-variance approach and the

scheduling approach and continue with a discussion of their relative advantages and disadvantages. We further

introduce a new integrated approach, which has some nice properties for economic appraisals. The summary of

future issues are mainly dedicated to forecasting travel time variability, extension of the behavioral model and the

aspects of behavioral economics in the stated preference survey.
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